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 2021 年度に規程改正を行い、2022 年 4 月より、教職員の配偶者、子、親族を対象とした赴任制度、育児・

介護支援、休暇・休職等の人事諸制度において、教職員のパートナー（※）、パートナーの子、パートナーの

親族への適用を開始し、学内への周知、学外への広報を行った。※「パートナー」について：どのような性

別同士であるかを問わず、教職員等と事実上婚姻と同様の事情にあると大学が認めた者を「パートナー」と

し、教職員の配偶者と同様に制度を適用した。 

 次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定、目標の達成等一定基準を満たした企業を

評価する「くるみん認定」を 2022 年 1 月に受けた。これにともない、「認定マーク（くるみんマーク）の使

用に関するガイドライン」を策定し、くるみんマーク入り名刺作成やその他のマークの使用方法について、

学内へ周知・勧奨した。審査上、加点評価の対象となる場合があるため、 あわせて公的研究費応募時の認定

通知書請求方法についても周知した。認定を受けたことにより利用ができるようになった「認定マーク（く

るみん）」を有効に活用するとともに、認定に相応しい各種サポートの提供や環境整備への取組みをより一

層進めた。育児・介護休業法改正にともない、「産後パパ育休（出生時育児休業）」「育児休業の分割取得」な

ど新たな制度への理解を深め育休を取得しやすい環境をつくり、制度の利用促進を図るため、男性の育休取

得促進用の資料を作成・公開した。 

 職場における LGBTQ+などのセクシュアルマイノリティへの取り組みに対する評価指標である「PRIDE 指

標」の獲得に向けて、昨年に続き申請を行い、2022 年 11 月、「PRIDE 指標 2022」において「ゴールド認

定」を獲得した。 

 昨年度から検討を続けてきた本学のダイバーシティ推進の状況を客観的に測定する指標（インデックス）の

策定について、ダイバーシティ推進委員会の任期満了にともない、次期ダイバーシティ推進委員会へ引き継

ぐ最終案をとりまとめた。 

 

 任期の定めのない女性教員採用実績について、4 月の学術院⾧会では 2022 年度採用実績に加え、2016 年度

～2022 年度の女性専任教員採用率を（5 年スパンの経時変化の形で）学術院・附属校ごとに集計した値を報

告するとともに、今後の目標達成に向けた工夫と取組みを依頼した。2023 年度採用実績について進捗管理

をしたところ、単年度実績で 25.0％（前年度は 19.4％）、2019～2023 年度の 5 年間で 23.4％ （2018～2022

年度の 5 年間では 21.9％）となり 5 年スパンの経時変化では微増ではあるが 1.5 ポイントの上昇が見られ

た。 

 女性活躍推進法にもとづく「一般事業主行動計画」（計画期間：2021 年度～2025 年度）掲げた「任期の定め

のない女性専任教員採用率」の目標値（25％）達成、「女性管理職比率」の目標値（15％）達成に向けた対

策の一つである「アンコンシャス・バイアス（無意識の偏見）」の影響の低減に向けた取り組みの一環として

行われた講演会「ダイバーシティ推進を阻むアンコンシャス・バイアス」の動画コンテンツを 2021 年 10 月

より Moodle 上に公開し専任教職員による視聴を可能としているが、視聴を促すため専任教職員向けに

MyWaseda にて周知を行った。また、リーフレット『無意識のバイアス-Unconscious Bias - を知っています

か？（男女共同参画学協会連絡会著（2019）)』を印刷し、全教職員へ配付した。 

 次世代のリーダーとして大学の変革に貢献する意欲のある方を対象として実施する「次世代リーダー研修」
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に女性職員の参加を促す働きかけを行った。その結果、例年を上回る女性職員の応募・参加があった。参加

者 20 名中 5 名が女性職員で前年度の 8 名を下回ったものの、それまでの女性職員の参加比率平均を上回っ

た。引き続き、女性の参加比率向上を促していく。 

 入学センター発行の大学院入学案内に女性研究者支援ページが新規追加され、メンター制度や施設等、女性

研究者支援の取り組みを掲載した。 

 職員のキャリア志向醸成を図るためのキャリアセミナー「Casual Talk on my 3 Rules―わたしが大切にして

いる３つのこと―」を開催した（参加者 74 名、9 月に 2 度実施）。 

 「女性研究者メンター制度」について、メンティの交代を機に、推進室 Web サイト（日・英）、MyWaseda、

ポスターにてあらためて周知を行った。新型コロナウイルス感染症予防の観点から、引き続きオンライン対

応を基本として実施しているが、合計 7 名のメンティに対し、メンタリングを行うことができた。 

 文系理系を問わず女性の少ない学問領域に対する生徒・保護者のアンコンシャス・バイアスの影響の低減を

図り、附属・系属校等の女子生徒たちが学問分野への理解を深め、将来のキャリアプランを描くことができ

るようにするため、「第 8 回 Rikoh ティータイムシンポジウム」講師：玉城絵美氏（H2L 株式会社（H2L, 

Inc）創業者/博士/琉球大学教授）（共催：理工学術院・後援：キャリアセミナー）を主催し、近隣都立高校

生徒および附属・系属校生徒への参加を呼びかけ、高校生 44 名の参加も得られた （参加者 67 名、8 月実

施）。 

 「法律家になろう！女性法律家はこんなに面白い！！」（主催：早稲田大学大学院法務研究科）を後援した 

(参加者 95 名、6 月実施)。 

 

女性

教員

比率 

年度 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

目標値 18.0％ 17.2％ 18.7％ 19.4％ 20.1％ 20.7％ 

確定値 15.4％ 17.0％ 17.1％ 18.4％ 19.4% 19.2% 

算出基準日 

根拠・内訳 

確定値は 2017
年 4月 1日現
在 

 

確定値は 2018
年 11月 1日現
在 
根拠： 
全教員数：1,846
名 
女性教員数：

313名 

確定値は 2019
年 11月 1日現
在 
根拠： 
全教員数：1,849
名 
女性教員数：

316名 

確定値は 2020
年 11月 1日現
在 
根拠： 
全教員数：1,854
名 
女性教員数：

342名 

確定値は 2021
年 11月 1日現
在 
根拠：  
全教員数：1,853
名  
女性教員数：

359名 

確定値は 2022
年 11月 1日現
在 
根拠：  
全教員数：1,821
名  
女性教員数：

349名 

女性

管理

職比

率 

年度 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

目標値 12.1％ 13.3％ 14.5％ 15% 13.3％ 13.9％ 

確定値 11.6% 11.7% 11.5％ 12.8％ 12.6％ 13.1％ 

算出基準日 

根拠・内訳 

確定値は 2017
年 12月 1日 

確定値は 2018
年 12月 1日 
根拠： 
全管理職：179
名 
女性管理職：21
名 

確定値は 2019
年 12月 1日 
根拠： 
全管理職：182
名 
女性管理職：21
名 

確定値は 2020
年 12月 1日 
根拠： 
全管理職：180
名 
女性管理職：23
名 

確定値は 2021
年 12月 1日 
根拠：  
全管理職：182
名  
女性管理職：23
名 

確定値は 2022
年 12月 1日 
根拠：  
全管理職：175
名  
女性管理職：23
名 

 教職員への啓発に活用されているセルフマネジメントセミナー「ダイバーシティ＆インクルージョンセミナ

ー」（スチューデントダイバーシティセンター（以下、ＳＤＣ）と協働で制作）について、前年からコンテン

ツ（動画、PPT 資料、テスト問題）をリニューアルし、公開した。 

 全教職員対象に MyWaseda を介して「（授業開始に先立ち）セクシュアルマイノリティ学生への配慮・対応
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に関するお願い」と題するメールを送信し、配慮・対応ガイドに記載された内容の確認を促すとともに対応

のポイントを周知し、注意喚起をした。このほか新任教員セミナーおよび新人職員研修にて、同ガイドの周

知を行い、配慮・対応への理解を促した。 

 「セクシュアルマイノリティ学生への配慮・対応ガイド」について、ガイド作成の趣旨を見直し、掲載内容

を再編・集約した 第 5 版を制作し、全教職員へ配付した。アンコンシャス・バイアスに関する理解を深め

てもらうため、リーフレット『無意識のバイアス-Unconscious Bias - を知っていますか？（男女共同参画学

協会連絡会著（2019）)』を全教職員へ配付した。 

 セクシュアルマイノリティへの理解を深め、適切な支援を行うことができる教職員の養成を意図して GS セ

ンターが企画提案した「ALLY（アライ）」を養成する「ALLY 養成研修」を実施(年３回)、学生対応箇所の

職員を中心に 46 名の職員が受講した。 

 公開講演会として、「一人ひとりの「選択」が認められ、尊重される社会」（障がい学生支援室後援・ハイフ

レックス開催）」講師：志磨村早紀氏を開催した（参加者：71 名、10 月実施）。 

 男女共同参画・ダイバーシティの推進プロジェクト講演会として、「ダイバーシティ推進が日本経済の未来

を支える－ジェンダーの視点から－」（ジェンダー研究所後援・ハイフレックス開催）講師：池永肇恵 氏（元

内閣府男女共同参画局⾧）を開催した（参加者：35 名、12 月実施）。 

 職員を対象とするセミナーとして、職場復帰後セミナーを実施した。男性参加者数が女性参加者数を初めて

上回った（参加者：18 名、10 月実施）。 

 ダイバーシティに関わる教育を推進するため、「ダイバーシティを学ぶα（基礎講義編）」(履修者数:102 名、

ハイフレックス型授業)、「LGBT をめぐる法と社会」(履修者数：77 名)を開講した。 

 全学オープン科目（グローバルエデュケーションセンター提供科目、学部提供全学オープン科目）の中から、

ダイバーシティへの理解を深めるための履修推奨科目を「ダイバーシティ関連科目」として 科目登録時期

（3 月、9 月）に学生へ周知、推進室 Web サイトで紹介した。 

 ニュースレター「さんかくニュース」を年 2 回発行し、ダイバーシティ推進に係る各種情報を広報した。 

 「公表する学生数等統計資料における性別情報表記の在り方検討ワーキング・グループ」を設置し、「学生

数・生徒数等統計資料における括弧内女子数表記に関する提言」を取りまとめた。 

 

 内閣府が実施する「ベビーシッター派遣事業」が電子化されたことを受け、電子割引券発行の体制を整え、

発行時期を前倒しする形で５月より電子割引券の発行業務を開始した。利用促進のため手続き・運用の見直

し行い、推進室 web サイトも併せて更新している。2022 年度中に 690 枚の割引券を発行している。 

 育児・介護休業法改正（4 月 1 日施行）にともない、4 月に育休取得 PR チラシを改正・公開した。 

 「学生・教職員用託児室」の推進室 Web サイトについて、これまでの問い合わせ事例などをもとに、構成

を再検討し、情報追加とレイアウトを変更した。また、2023 年度からの授業時間割変更（100 分授業導入）

にともなう「学生・教職員用託児室」および「授乳室」の開室時間変更について、MyWaseda、推進室 Web

サイトに掲載し周知した。 

 

 育児・介護休業法の改正および同性パートナーへの福利厚生制度適用拡大に伴い、従来の手引きをダイバー

シティ推進室作成の制度概要説明と統合したかたちとし、制度概要説明（日・英）を MyWaseda に掲載し周

知を行った。推進室 Web サイト（日・英）には育児・介護支援ロードマップと資料格納先の情報を掲載し

た。また、ニュースレター「さんかくニュース」においても、育児・介護支援情報ページへの誘導記事を掲
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載した。 

 キャンパス企画部・障がい学生支援室・ダイバーシティ推進室によるバリアフリー関連箇所による連絡会を

継続的に開催（年 2 回）し、工事進捗状況および工事計画情報・障がい学生状況・学内バリアフリー化状況

等を共有し、ハード面のバリアフリー化推進につなぐことができた。また、学内で工事が行われた個所や変

更が加えられた設備を視察したうえで、3 月にユニバーサルデザインマップ第 7 版を発行し、専任教員およ

び各箇所事務所に配付し、推進室 Web サイトにも掲示した。 

 箇所や教職員が主催する講演会やイベント等における「障がい者への合理的配慮にもとづく情報保障」に関

する開催案内・周知文への掲載を促すための Mywaseda お知らせによる全学周知を準備している。 

 配慮や支援を必要とする教職員から直接ヒアリングをして、関係個所と連携を取りながら各種調整・対応を

行った。 

 株式会社ポラリスとの連携により、公開講座「共生社会の実現に向けて～障がい者のはたらく場から考える

～」（司会：寺尾 範野 氏（社会科学総合学術院准教授）、ゲストスピーカー：早稲田大学ポラリスマネージ

ャー、社員 4 名）を開催した（参加者 68 名、12 月実施）。 

 ＳＤＣとの連携強化により全学的な視座からダイバーシティを推進することを目指し、ダイバーシティ推進

担当理事、ＳＤＣ、ダイバーシティ推進室による合同ミーティングを継続している。 

 

 

 2023 年度は任期の定めのない常勤教員における女性教員採用比率の目標の達成を予定しており、女性教員

比率向上に貢献している。 

 「次世代リーダー研修」に女性職員の参加を促し、昨年に引き続き一定数の女性参加者数を確保、継続的な

取り組みが今後の女性管理職比率向上に寄与すると考えられる。 

 性別を問わず事実上婚姻と同様の事情にある教職員の「パートナー」に対して人事・福利諸制度が適用拡大

され、多様な人々が共に協働する公平な職場環境の構築に向けて一歩前進した。 

 「PRIDE 指標 2022」において最高位である「ゴールド認定」を獲得し、「くるみん認定」に続く２つ目の外

部評価の獲得、目標達成となった。 

 コロナ禍の影響により、これまで開催することができなかった対面でのイベント開催を再開し、交流会や公

開講演会など高校生から在学生、教職員が参加した。コロナ前の参加者数にはまだ届かないものの、事後ア

ンケートにおいて高い評価を得ることができた。 

 キャンパス企画部、障がい学生支援室、ダイバーシティ推進室との協働により、学内のバリアフリー化、ユ

ニバーサルデザイン化を推進した。 

 

 コロナ禍の影響による専任教員等採用凍結が解除され、コロナ禍以前の教員採用数に戻りつつあるが、各学

術院・学院において女性教員の積極的な採用が進んでおり、女性教員比率向上に寄与している。 

 教職員の「パートナー」への人事・福利諸制度の適用拡大については、幅広く学内の諸制度を検討した結果、

赴任制度、休暇・休職制度、支給金などの多くの制度において適用拡大に至り、「PRIDE 指標」採点審査で

の人事諸制度面の評価を大きく向上させた。 

 啓発イベントについて昨年度まではオンライン中心の開催であったが、今年度はオンライン・対面の併用で

開催したことにより、コロナ禍前の参加層に加えて、これまで参加が難しかった層が新たに参加することと
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なり、新たなアプローチが可能になった。 

 学内で工事が行われた個所や変更が加えられた設備等を含め全ての設備等を実地に視察したうえで、ユニバ

ーサルデザインマップ（第 7 版）にまとめあげ周知した。 

 

 ５年に一度実施している教職員対象全数調査を実施、結果を報告書にまとめる。調査結果より現状分析・課

題把握を進め、各種施策の検討に活用する。 

 ダイバーシティ推進の阻害要因の一つであるアンコンシャス・バイアスの影響の低減に向けた啓発活動を継

続する。 

 引き続き外部評価の獲得を目指し、2023 年度より基準が引き上げられる「PRIDE 指標」においては、未達

成項目の改善を進め、多様な人々が共に協働する公平な職場環境の構築を進めていく。 

 他大学とのネットワーク構築として、慶應義塾大学との連携イベントを開催し、相互の多角的視点によるダ

イバーシティの推進を行う。 

 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の目標達成に向け、男性職員の育児休職取得率向上

など、計画の実施を進めるとともに、次期計画を策定し、仕事と子育ての両立を実現する雇用環境の整備に

取り組む。 

 改正障害者差別解消法の施行に伴う合理的配慮の義務化への適切な対応および啓発活動を行っていく。 

 バリアフリー化促進に向けたハード・ソフト両面での環境整備を引き続き推進する。 

以  上 

 


